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§　工事の概要 

 

工 事 名：令和８年度鹿向谷大橋補修工事 

工事場所：南河内郡太子町大字山田地内 

工事期間：契約締結日の翌日から令和８年８月31日まで 

工事内容：別紙設計図書のとおり 

本工事の設計時期：本工事設計書は令和８年３月時点での労務・資材単価及び土木工事

標準積算基準(令和７年度版)に基づいて作成している。 

 

§　特記事項 

 

１．一般適用事項 

ア）この仕様書は、太子町が施工する頭書の工事に適用を期するために、請負者

が厳守しなければならない工事仕様を示すものである。 

イ）本工事は、本特記仕様書及び図面に準じて施工することを原則とし、本特記

仕様書に記載されていない事項は、下記に準じて施工するものとする。 

①土木請負工事必携（大阪府都市整備部監修　最新版） 

【土木工事共通仕様書】 

【土木工事施工管理基準】 

【土木工事施工管理基準運用方針】 

②建設業法（昭和24年法律第100号） 

③道路法（昭和27年法律第180号） 

④労働安全衛生規則（昭和22年労働省令第9号） 

⑤公害対策基準法（昭和42年法律第132号） 

⑥騒音規制法施工令（昭和43年法律第498号） 

ウ）工事施工にあたっては請負者、監督員が本仕様書を改正する必要を認めたと

きには両者協議のうえ、変更又は追加を行うことがある。 

エ）工期内の休日等には、雨天、日曜日、祝日、及び年末年始休暇の他、工期内

の全土曜日を含んでいる。 

 



２．工事着手 

 

２．１　工事看板の設置 

請負者は、工事の施工着手にあたり、工事現場の公衆が見やすい場所に工事内

容、工事期間、工事種別、発注者、施工者等を記載した標示板を設置しなければ

ならない。また、建退協や建設業の許可票等を現場に掲示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２　書類の提出 

請負者は、本仕様書の【工事関係提出書類一覧】に示す書類を、定められた期間

内までに提出し、承認を受けなければならない。 

 

２．３　調査測量 

ア）請負者は、工事契約後速やかに必要な測量を実施し、設計図面と現地の関係

を詳細に調査し、設計図面と現地の関係に相違を発見した際には監督員と協

議しなければならない。協議を怠って工事を実施したために生じた損害はす

べて請負者の負担とする。 

イ）仮ＢＭは、工事中に変動のない位置を選定し設置しなければならない。 

また、工事期間中は定期的に検査し十分な精度を有するよう努めなければ

ならない。 

ウ）既存の測量鋲は適切な方法にて保護しなければならない。 

エ）本工事に必要な測量に要する費用はすべて請負者の負担とする。 

 

２．４　資材の使用 

ア）本工事に使用する資材等は、規格, 品質, 価格等が適正である場合は国内産

を優先して使用するものとする。 



イ）本工事に使用する資材等は、予め監督員の承諾を受けなければならない。 

 

２．５　その他 

ア）本工事着手に際し、地域住民や地権者に対して工事着手をＰＲし、工事が原

因となるトラブル、苦情の生じないように配慮すること。又、地域住民や地

権者より工事原因による苦情が発生したときはすみやかに処理に努めなけれ

ばならない。 

イ）付近の道路については、常に維持・清掃に努め、工事が原因で、汚損した場

合は速やかに復旧すること。 

ウ）現場作業員の服装、言動等風紀の保守に十分留意すること。 

エ）請負者は、受注時、変更時、完了時の各時点において、工事実績情報サービ　　　　　　　　

　　　　　　 ス（コリンズ）に登録を行うこと。 

３.現場管理 

ア）請負者は、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止に努めなけれ

ばならない。 

イ）請負者は、工事箇所及びその周辺にある地上、地下の既設構造物に対し支障

を及ぼさないよう必要な防護工等の措置を施さなければならない。これに要

する費用は請負者の負担とする。 

なお、本工事以外の既設構造物及び埋設物に損傷を与えた場合には、請負者　

の負担に於いて速やかに修復し構造物の機能を回復しなければならない 

ウ）請負者は、工事の実施に影響を及ぼす事故、人命に損傷を生じた事故、又は

第三者に損傷を与えた事故が発生したときは、遅滞なくその状況を監督員に

報告すること。 

エ）請負者は、工事車両の出入りに使用する道路を常に巡回し、沿道の住民及び

利用者に迷惑のかからぬように注意し、十分な対策を講ずること。 

オ）請負者は、所轄警察署の許可条件を厳守し、安全管理に万全の策を工事なけ

ればならない。 

 

４．官公庁等への手続 

ア）工事施工に必要な関係官公庁、その他に対する手続き(通常請負者が手続き

を行うとされているもの)は、請負者において速やかに処理すること。 

イ）関係官公庁その他に対して、請負者が交渉要するとき又は、交渉を受けたと

きは遅滞なくその旨を監督員に報告すること。 

 

５．施工監理 

５．１　工事全般 

ア）工事にかかる測点（官民境界等）は逃げ杭を設置し、工事完了後復元できるよ

うにすること。 

イ）工事に使用する材料等は、必ず使用する前に承認を受ける事。 



ウ）工事の段階、出来高等は随時、監督職員の検査を受ける事。 

エ）工事写真は、何を目的に撮っているかを明確にすること。出来形はスタッフを

添え、工事全景と部分の拡大の両方を撮影しておくこと。 

オ）工事中に検査や指示を受けた事、又は工事変更を協議した事などを、すべて工

事打合わせ簿に整理しておき、監督職員の確認を受けること。 

カ）各種検査や、試験等の結果については、随時整理しておく事。 

 

５．２　伸縮装置工 

　　　ア）補修図に記載せれている伸縮装置はNETIS（新技術情報提供システム）登録済

（NETIS番号：KT-120077-VE）SW型の改良型である。NETIS登録の製品を積極

的に採用したいと考えているが、参考図以外のものでも、伸縮装置の性能が

NETIS登録製品以上であれば、監督職員と協議の上、使用可能とする。 

イ）伸縮装置に使用する超速硬コンクリートの規格は「24-12-25」かつ圧縮強度

は3時間で24N/m㎡以上のものとする。 

　 

５．３　取壊し・処分工 

　　　ア）請負者は、コンクリート構造物取壊しを行うにあたり、本体構造物の一部を 

　　　　　撤去する場合には、本体構造物に損傷を与えないように施工しなければなら

ない。 

　　　イ）請負者は、殻運搬処理、現場発生品の運搬処理を行うにあたっては、運搬物

が飛散しないように適正な処置を行わなければならない。 

 

５．４　上部工補修工 

　　　ア）ひび割れ部は、ワイヤーブラシやエアブロー等により十分に清掃し、注入材

の浸透を阻害する要因（ほこり、油分等）を除去すること。 

 

６.工事記録写真 

ア）写真管理は、大阪府写真管理基準(案)及びデジタル写真管理情報基準（案）

によるものとする。 

イ）写真撮影は、全てカラー仕上げとして工事着手前、外部から明視できなくな

る箇所の施工状況、重要な工事段階及び完成後等の工事状況を撮影し、アル

バムに整理説明して監督員に提出するものとする。 

ウ）写真撮影にあたっては、測定の確定ができるように図面及び対象物の関連を

つけ、被写体には切削深、舗装厚、その他の施工寸法が判明できるようスタ

ッフ、折尺等をあてる。又、工種、測点、設計寸法、実測寸法、施工時期、

その他必要事項を記入した小黒板を置いて撮影し、焼付後の整理及び確認の

便とする。現場にはデジタルカメラを常備し、協議すべき現場写真等は、撮

影し監督員と協議する。 



エ）アルバムの整理は、撮影順に張り付け入ることなく、必要に応じて説明文を

附し、関連工種ごとに整理すること。 

 

 

７.品質管理 

ア）本工事における品質管理については、大阪府工事施工管理基準（品質管理基

準及び規格値）に基づき行う。（必須区分は必ず実施） 

また、その他必要に応じて監督員の指示する試験、品質管理については監督

員の指示に従い実施、提出するものとする。 

イ）この仕様書に規定のない材料については、日本工業標準調査会制定の日本工

業規格（JIS）及びこれらに準ずる規格に適合するもので監督員の承認を得た

ものでなければならない。 

ウ）工事材料は、使用に先立ち検査を受け合格品は予め協議した場所に整理し、

随時甲の点検ができるように保管しなければならない。 

エ）本工事に必要な品質管理に要する費用は、すべて請負者の負担とし、その結

果を報告書により提出するものとする。 

 

８．安全管理 

ア）安全施設等は、道路工事保安施設基準、所轄警察署の許可条項を順守し安全

管理、災害・事故の防止に努めなければならない。 

イ）工事現場に工事表示等を設置し、道路交通法に準じて監督員と協議のうえ、

規制表示・警戒表示協力依頼表示・バリケード等を適切に設置するものとす

る。 

ウ）工事区間内に車両又は歩行者の通行があるときは、これらの通行に十分な配

慮するとともに交通誘導員を置き、交通の安全と円滑化を図ること。 

 

 

９．竣工図面 

ア）本工事完了の際は、出来形図面（工事平面図に実施出来形を赤書）を作成し

て監督員へ提出し竣工検査を受け、竣工検査後に竣工図面を作成する。尚、

図面の様式は任意であるが、監督員の承認を受けるものとする。 

イ）竣工図面の電子デ－タを作成し提出するものとする。 

 

１０．産業廃棄物の管理 

ア）建設廃材（工事施工に伴って生じた廃棄物、工作物の除去に伴って生じたコ

ンクリートの破片その他これに類する不要物）の運搬処分については廃棄物

の処理及び清掃に関する法律など関係法令を遵守し、請負者の責任で行わな

ければならない。 



イ）請負者は、建設廃材の処分後に、生活環境の保全、公衆衛生又はその他の問

題が生じた場合は、自らの責任において速やかに解決しなければならない。 

ウ）残塊の運搬距離については大阪南部リサイクルセンター（富田林市）8.0 km

を見込んでいる。但し、指定処分地に処分できない場合は、事前に協議しな

ければならない。（リサイクル施設に限る。） 

エ）残塊処理については、マニフェストシステムで管理すること。 

オ）建設工事に係る資材の再生資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対

象建設工事である場合は、法及び同法施行令を遵守すること。また、再資源

利用計画書・再資源利用促進計画書により入力した、計画データを提出する

しなければならない。 

 

　　　　 

 

 

 



１１．提出書類 

本工事に係る必要書類の提出については、下記の表を基準としているが、監督職員

との協議により追加、省略することがある。 

 

【工事関係提出書類一覧】 

 

※この他にも監督職員により必要と指示されたものはその都度提出すること。 

 書類名 作成者 宛て名 部数 備考

 着工届 請負者 契約者の甲 ２ 着工の日

 工事工程表 〃 〃 ２ 契約後１４日以内

 現場代理人等通知書 〃 〃 ２ 契約後遅滞なく

 現場代理人等経歴書 本人 〃 ２ 〃

 下請指導責任者届 請負者 〃 ２ 〃

 労災関係成立証明書 〃 〃 ２ 〃

 建退協掛金収納書 〃 〃 ２ 〃

 工事履行保険証書 〃 〃 ２ 〃

 工事外注計画書 〃 〃 ２ 〃

 下請業者通知書 〃 〃 ２ 〃

 施工体制台帳 〃 〃 ２ 〃

 施工計画書 変更契約後はその都度変更 ２ 契約後１５日以内

 実施工程表 計画に対し実施が確認できるもの １ 竣工検査時

 工事月報 半月毎、実施内容、検査等記入 １ 翌月５日まで

 承諾書 使用する材料及び特殊工法すべて １ その都度

 材料確認書 工事に使用する資材 １ 確認を受けるとき

 段階確認書 出来形の確認等 １ 〃

 工事打合簿 現場代理人と監督職員と相互 １ 〃

 出来形管理関係図書 伸縮装置 １ 竣工検査時

 品質管理関係図書 コンクリート強度試験等 １ 〃

 材料納品伝票 設計、納品、使用の数量一覧表付 １ 〃

 産業廃棄物関係 マニュフェスト伝票 １ 〃

 警備報告書 警備実施日について、内容、人数等 １ 〃

 工事写真帳 施工前後、出来形、状況等 １ 監督職員の指示する時点

 完成通知書 請負者 契約書の甲 ２ 工事完成の日

 引渡書 請負者 契約書の甲 ２ 検査終了後引渡し時

 請求書 請負者 契約書の甲 ２ 請求しようとする日

 



週休２日工事特記仕様書 
 

第１条　　完全週休２日の普及・実現に向けた工事であり、建設現場における

完全週休２日（毎週土日を含む２日以上閉所）を実施する工事であ

る。 

 

第２条　　受注者は、当該工事が｢完全週休２日工事｣である旨を工事看板に明

記すること。 

 

第３条　　受注者は、契約後、現場稼働中の工期（工事着手前の準備等の期

間、一時中止期間、工場製 作期間、工事完成後引き渡しまでの期間

を除く。以下「現場稼働中の工期」という。）において、毎週土日を

含む２日以上現場閉所する完全週休２日を反映した施工計画書および

工程表を監督職員に提出し、確認を受けること。 

 

第４条　　異常気象（災害等）や住民対応等でやむを得ず休日に作業が必要と

なった場合には、監督職員に事前（緊急対応が必要な場合は事後）に

協議し了解を得ること。 

 

第５条　　受注者は、完全週休２日を達成出来なかった場合には、その状況に

応じて、表ー１｢補正率表｣のとおり減額変更する。 

 

第６条　　休日に受注者の作業員や下請け企業が他の現場で作業に従事するこ

とを制限しない。同様に 現場代理人、監理技術者等が現場閉所日に

当該現場以外（会社等）で書類作成等の内業、他の 現場に従事する

ことを制限しない。ただし、兼務が認められていない現場代理人およ

び専任の 監理技術者等については、他の現場に従事することは認め

られない。 

 

第７条　　受注者が、月報に虚偽の記載や週休２日に取り組む姿勢が見られな

いような不誠実な対応を行う等、明らかに悪質な行為を行った場合に

は、「太子町工事請負業者の指名停止等に関する要綱」に基づく措置

等を行う。 

 

 

 



表－１｢補正率表｣ 

 

・現場閉所での週休２日工事補正　　　　 

 

・交替制での週休２日工事補正 

 

※月単位の週休２日 

現場稼働中の工期において、全ての月で４週８休以上の休日を確保したと認められる状態 

※交替制 

現場稼働中の工期において、技術者及び技能労働者が交替しながら休日を確保したと認め 

られる状態

 完全週休２日 

（土日）

月単位の週休

２日

未達成

 労務費 1.02 1.02 1.00

 共通仮設費率 1.02 1.01 1.00

 現場管理費率 1.03 1.02 1.00

 完全週休２日 

（土日）

月単位の週休

２日

未達成

 労務費 1.02 1.02 1.00

 共通仮設費率 1.00 1.00 1.00

 現場管理費率 1.03 1.02 1.00


